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医療ビッグデータを用いた急性肝炎の
疫学調査に関する研究

   

　　　研究分担者　田倉 智之　東京大学大学院医学系研究科医療経済政策学　特任教授

“新たな感染を防ぐ”視点からの疫学調査が肝炎対策の一環で望まれている。本年度は、
予備的報告として、医療ビッグデータを応用し、Ｃ型肝炎を対象に抽出・連結を行い、
試行的にサーベイを実施した。Ｃ型肝炎受療群の同居のサンプル数は、患者ベースで 74
人（全体 4,608 人、1.61%）となった。医療ビッグデータを当該領域の疫学調査に応用
することについて、幾つかの制約要件も明らかとなったが、有用な手法であることも示
唆された。

研究要旨

A. 研究目的
本邦における昨今の肝疾患領域の罹患実態や
治療技術の動向を背景に、“新たな感染を防ぐ”
視点からの疫学調査が望まれている。
本研究は、（1）急性肝炎（Ｂ型・Ｃ型に加えＡ型）
の実態（罹患、地域、時期など）を整理、および（2）
Ｃ型肝炎の新規発症例の感染経路として家族内
伝播のコホート検討を目的とする。

B. 研究方法
本年度は、予備的報告として、医療ビッグデー
タを応用し、対象群の抽出・連結を行い、試行
的にサーベイを実施した。利用したデータソー
スは、東京大学が管理する医療経済系ビッグデー
タ（TheBD；約 600 万件× 6年間）を選択した（医
科、調剤）。なお、調査の論点として、以下の内
容が挙げられた。

（1）急性肝炎の疫学
　「急性期」の定義とデータセットの仕様をど
うするか
⇒　前治療歴、治療内容、治療期間、
治療転帰などから関連のマスタ等を作成中

（2）感染経路の疫学
　「家族内」の定義および同定、バイアスをど
うするか。
⇒　被保険者番号と受療医療機関、受診時期
と患者年齢、前治療歴、主副病名（登録時期）、
医療機関紹介、等の情報の組み合わせから、対
象のコホートを生成中
上記の論点を踏まえ、以下の整理の手法（研
究デザイン）を設定し、準備を始めた。
・層別解析：疾病（ICD10）、性・年齢、診療
行為（検査・投薬・療養・指導等）、地域等

図1　データ抽出とデータセット、およびデータ分析の構成
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・補正処理：人口動態（エリア含）、季節変動（月
次）、施設分布（可能な場合のみ）
・推計分析：マルコフモデル（又は決定木分析）、
モンテカルロシミュレーション
横断調査で短期間（2013 年 ‒2017 年）のサン
プルデータ（急性期・慢性期のＣ型肝炎群）を
抽出し、感染経路の疫学の調査等が可能か、Ｆ
Ｓを実施した。
（倫理面への配慮）
　特になし。

C. 研究結果
継続治療群（肝炎関連の薬物療法）として
38,468 人、受診歴有群（検査等）として 70,395
人のサンプルがあった。
うちＣ型肝炎受療群の同居のサンプル数は、
患者ベースで 74 人（全体 4,608 人、1.61%）、世
帯ベースで 37 件（全体 4,571 件）となった。

D．考察
得られた結果は、他の統計情報等と比較しそ
の妥当性の検証が必要と考えられた。以上を踏
まえ、今後の研究は、次の内容を予定する。
・サンプリングの精査（新規発症者等）
・急性期と慢性期の精査と層別化実施
・受療医療機関の要件等をより精細化
・治療内容等を考慮した母集団の設定

E．結論
医療ビッグデータ応用したＣ型肝炎の感染経
路の疫学調査を試行したところ、家族内感染の
可能性が示された。
医療ビッグデータを当該領域の疫学調査に応
用することについて、幾つかの制約要件も明ら
かとなったが、有用なアプローチであることも
示唆された。

F. 健康危険情報

なし

G. 研究発表

1．論文発表
なし
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図2　Ｃ型肝炎罹患における家族内感染の可能性の予備結果
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